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第１【公開買付要項】
 

１【対象者名】

株式会社トウペ

 

２【買付け等をする株券等の種類】

普通株式

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要

　当社は、平成25年２月６日の取締役会において、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場

第一部及び株式会社大阪証券取引所（以下「大阪証券取引所」といいます。）市場第一部に上場している対象者の発行済

普通株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得することを目的として公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）を実施のうえ、本公開買付けにおいて、後記「(6）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段

階買収に関する事項）」に記載の一連の手続（以下「本完全子会社化手続」といいます。）を実施するにあたっての基準

となる株式数（以下「完全子会社化判定基準株式数」といい、後記（注）において定義します。）以上の応募があること

を条件に、対象者を当社の完全子会社とする取引（以下「本取引」といいます。）を実施することを決議いたしました。

　本公開買付けに際して、当社は対象者の親会社である古河機械金属株式会社（以下「古河機械金属」といいます。）（所

有株式数（みずほ信託銀行株式会社退職給付信託古河機械金属口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社名義

による所有を含みます。）：16,479,764株、対象者が平成24年11月14日に提出した第145期第２四半期報告書（以下「対象

者第145期第２四半期報告書」といいます。）に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数31,000,000株から対

象者第145期第２四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の対象者が保有する自己株式数（160,315株）を控除

した株式数（30,839,685株）に対する所有株式数の割合（以下「所有割合」といい、その計算において小数点以下第三位

を四捨五入しております。）：53.44％）との間で、平成25年２月６日付で公開買付応募契約（以下「本応募契約」といい

ます。）を締結し、古河機械金属が所有する対象者普通株式の全て（みずほ信託銀行株式会社退職給付信託古河機械金属

口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社名義による所有を含みます。16,479,764株、所有割合53.44％）につい

て本公開買付けに応募する旨を合意しております。

　なお、公開買付者は、本公開買付けにおいて、買付予定数の下限を設定しておらず、買付予定数の上限も設定しておりませ

んので、応募株券等の全部の買付け等を行います。

（注）　「完全子会社化判定基準株式数」とは、対象者第145期第２四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の対

象者の発行済株式総数（31,000,000株）の66.70％に相当する数である20,677,000株をいいます。

　当社は、対象者の株主の皆様の意思を尊重することを目的として、上記完全子会社化判定基準株式数を設定しておりま

す。具体的には、当社は、本公開買付けにおいて対象者の発行済普通株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きま

す。）を取得できなかった場合であって、かつ完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされた場合には、本完全子会社

化手続により、対象者を当社の完全子会社とすることを予定しております。このように、当社は、対象者の株主の皆様の意

思を尊重した完全子会社化判定基準株式数の設定を行うことで、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上

の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施するものの、本完全子会社化手続は実施しないこととしており、その場

合、対象者普通株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場を維持することとなる予定です。

　また、対象者によって公表された平成25年２月６日付「日本ゼオン株式会社による当社株式に対する公開買付けに関す

る意見表明のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、平成25年２月６日開催の取

締役会において、本公開買付けの諸条件について慎重に協議、検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値

向上の観点から有益であり、本公開買付けにおける対象者普通株式の買付価格（以下「本公開買付価格」といいます。）

及び本公開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格及び諸条件に

より対象者普通株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成25年２月６日開催の取締役会において、本公開買

付けについて賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨

を、決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのことです。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機

械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利益相

反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加してい

ないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除く

監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのことで

す。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者の取締
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役会に出席していないとのことです。

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的

　当社は、昭和25年４月に合成樹脂の製造販売を目的として設立され、創業以来一貫して独創的な技術を駆使し、化学工業

の発展に尽力してまいりました。現在は、当社グループとして、当社、子会社48社及び関連会社７社にて、合成ゴム特殊品を

中心としたエラストマー素材事業及び光学樹脂・光学フィルム等を中心とした高機能材料事業を中心に、付加価値の高い

製品の開発・製造・販売と、グローバルな事業拡大に取り組んでおります。今後も、「スピード」を持ち、「対話」を大切

に、当社固有の技術と製品で、「社会貢献」をしていく所存です。昨今のグローバル、ボーダレスな競争が激化する事業環

境及び世界的な技術革新が行われる中、多くの需要家の皆様のご期待に応え、これらの製品を安定した品質で継続的にお

届けできるよう、絶え間ない改革・改善に取り組んでまいります。

　本書提出日現在、当社は、中期経営計画「ＳＺ－20（エスゼット20）」に基づき、「『2020年のありたい姿』－化学の力

で未来を今日にするＺＥＯＮ－」の実現のため、全社事業戦略として「エラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞ

れの強みを磨き上げ、両輪でグローバルに事業を拡大する」こと、及び「2020年のありたい姿を実現する企業風土を『見

える化』をベースに育成する」ことの２点を基本方針として様々な諸課題に取り組んでおります。そのうち具体的には、

エラストマー素材事業においては、当社が最も得意とする特殊ゴム事業の拡大により、多くの需要家の皆様における様々

な技術革新に対応し、多くの需要家の皆様のご期待に応える施策を取り続けております。特殊ゴムの用途は自動車用途を

始め、世の中に必要不可欠な素材と位置付けられておりますところから、当社といたしましては、常に需要家の皆様に高性

能、高品質な素材製品を安定的にお届けすることこそ、当社に課せられた使命と考えております。

　一方、対象者は、大正８年10月に設立されて以来90年余り、総合塗料メーカーとして、常に新しい商品を市場に投入し、社

会に貢献してまいりました。現在では、建築外装用塗料・工業用塗料・皮革用塗料・鋼構造物用塗料・路面標示用塗料等

の各種塗料の製造販売を行う塗料事業、並びに自動車関連用アクリルゴム及び繊維加工用のアクリルエマルジョン等の製

造販売を行う化成品事業の２つの事業を中心として事業を行っております。

　本書提出日現在、対象者は、塗料メーカーとして長年蓄積してきた技術力をフルに活かし、塗料ニーズの高機能化、商品価

値向上の要求、環境配慮型塗料開発等の要求に積極的に対応しているほか、グローバルな視点から新しいテクノロジーの

開発に努力しております。また、次世代の産業構造に対応すべく、塗料部門のみならず、アクリルゴムを主力商品とする化

成品部門の充実により、自動車産業等へのさらなる展開も図り、塗料と化成品を事業の両輪として付加価値を高めたビジ

ネス展開を図っております。

　このような中、当社と古河機械金属は、同一銀行グループに属するメンバーとして永年来の交流があり、また、エラスト

マー素材事業を強化したい当社と、対象者と当社とのシナジー関係の構築が対象者の企業価値向上に資するとの古河機械

金属との認識が一致し、当社は、平成24年７月頃より古河機械金属との間で、本公開買付けに応じて、古河機械金属がその

所有する対象者普通株式を当社に対して譲渡することに係る協議を重ねてまいりました。そのうえで、当社は、平成24年10

月頃に、対象者に対して本公開買付けの提案を行い、その後、対象者との間で、当社及び対象者の更なる成長及び企業価値

向上を目的とした諸施策について協議、検討を重ねてまいりました。

　その結果、当社は、当社におけるエラストマー素材事業と対象者における化成品事業については、同一製品の製造販売を

行っていることから、当社及び対象者が、アクリルエマルジョン等の製造販売者として、原材料の調達、製造、需要家の皆様

への製商品提供等及びロジスティック分野等において、両社が保有する経営資源を相互に有効的に活用することが可能で

あり、両社が独自に製造している製品を効率的に供給することで、今後旺盛なアクリルゴムの需要に応えることができる

ものと判断し、当社が対象者を完全子会社化し、当社のエラストマー素材事業と対象者の化成品事業を一体として事業展

開することは、当社及び対象者の企業価値向上に資するものと考えるに至りました。また、こうした製品供給の効率化を行

う一方、当社及び対象者がそれぞれ国内に１か所ずつ有している生産拠点（当社は神奈川県川崎市、対象者は岡山県倉敷

市）を併存させることにより、今後旺盛な需要が見込まれる特殊ゴムにおいて、需要家の皆様におかれての生産数量増産

要請に応え、かつ、自動車重要保安部品として多く採用される特殊ゴムの安定供給、所謂ＢＣＰ（事業継続計画）のご要請

にも応えうるものと考えております。

　当社の主力事業であり、自動車等の高性能化に伴い、重要保安部品としてますます重要性の高まっている特殊ゴム（中で

もアクリルゴム）を中心としたエラストマー素材事業の更なる強化は、付加価値の高い新製品の開発と事業拡大に取り組

んできた当社において長い間一貫した考え方であり、今後も継続されるべき基本的な考え方となっております。また、当社

のエラストマー素材事業を対象者の化成品事業と一体となって事業展開するに際しては、当社及び対象者の間の密接な連

携が必要となり、対象者を当社の完全子会社とし、短期的な業績変動に過度に捉われず、中長期的な視点に立ち、対象者が

上場会社であることに伴う各種の制約に捉われることなく、当社グループの一員として、当社と一体になって事業展開を

行っていくことが、最も有効かつ適切であると考えております。以上のことから、当社は、対象者を当社の完全子会社とし、

双方の経営資源を有効活用することで、当社及び対象者の経営効率化策の推進を図ることが、最終的には本公開買付け実

施後の当社グループの更なる企業価値向上に資すると考え、平成25年２月６日に開催された取締役会にて、本公開買付け

を実施し、完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされることを条件に本完全子会社化手続を実行のうえ、対象者を

当社の完全子会社とすることを決議いたしました。
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　対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成24年10月頃に当社から本公開買付けの提案を受けた後、当社による対象

者の完全子会社化を目的とした本公開買付けについて慎重に協議、検討を行ったとのことです。その結果、対象者としまし

ては、対象者が当社の完全子会社又は子会社となることにより、①塗料事業においては、原材料購入面でのメリット、当社

グループでの販売拡大等の実現のほか、対象者及び当社が、それぞれ長年培ってきた技術、特に樹脂関係の技術を融合させ

ることにより、塗料に関わる独自の樹脂の開発が可能となることから、新たな分野への展開が期待されること、②化成品事

業においては、当社のエラストマー素材事業と同一製品の製造販売を対象者が行っていることから、両社の経営資源の有

効活用や特徴ある製品を効率的に供給することで、今後旺盛なアクリルゴムの需要に応えることができるものと期待され

ることを踏まえ、当社による対象者の完全子会社化又は子会社化は、対象者の中長期的な企業価値向上に資するものと判

断するに至ったとのことです。また、対象者は、後記「(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を

回避するための措置等本公開買付けの公正性等を担保するための措置」の「②　対象者における独立した第三者算定機関

からの株式価値算定書の取得」に記載の株式価値算定書、同「③　対象者における独立した法律事務所からの助言」に記

載の法的助言、同「④　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による

決定が少数株主にとって不利益でないことに関する意見の入手」に記載の意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付

けに係る諸条件について慎重に協議、検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益で

あり、本公開買付価格及び本公開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的

な価格及び諸条件により対象者普通株式の売却の機会を提供するものであると判断したとのことです。以上から、同「⑤　

対象者における利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認」に記載のとおり、対象者は、平成25年２月６日開催の

取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに

応募することを推奨する旨を、決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのこと

です。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機

械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利益相

反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加してい

ないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除く

監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのことで

す。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者の取締

役会に出席していないとのことです。

 

(3）本公開買付け実施後の経営方針

　当社は、現状では、本公開買付けの実施後も対象者の経営方針に大きな変更を予定しておりませんが、本公開買付けは、完

全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされることを条件に本完全子会社化手続を実行のうえ、対象者の完全子会社化

を想定しておりますところから、管理コストの削減等の経営改善策を実施し、当社グループの経営管理機能を活用した統

合等による合理化を実施してまいります。また、両社の製品販売における相互の営業基盤の活用など、両社事業間の一体運

営によりシナジーを高め、当社及び対象者の企業価値向上を図ってまいります。

　一方、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施される

ものの、本完全子会社化手続は実施されず、対象者普通株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場を維持すること

となる予定です。その場合には、当社は、上記経営改善策や合理化の実施の他、両社事業間の一体運営について一部制限さ

れる可能性がありますが、対象者の上場会社としての独立性を維持しつつ、両社の製品販売における営業基盤や両社事業

間における経営資源を相互に活用することにより早期にシナジーを高め、当社及び対象者の企業価値向上を図ってまいり

ます。

　なお、本完全子会社化手続の実施に関わらず、対象者における本業であり、長い間営まれてきた塗料事業の歴史を通じて

育まれた伝統、需要家の皆様からの信頼等の目に見えない重要な資産、いわゆる「のれん」は、対象者の塗料事業の従業員

により発現されるものとの考え方に基づき、当面大きな組織変更等は予定しておらず、塗料事業の運営は現行の運営体制

の継続を前提としております。化成品事業に関しては、対象者の事業形態を尊重しつつ、当社のエラストマー素材事業との

間で互換性と効率性の両方の視点から組織や人的な交流を図っていく所存です。一方で一日も早い当社グループへの融合

の観点から、役員を含めた人材交流を実施していくことを考えております。ただし、当社は、現時点では、本公開買付け後の

役員体制や従業員の雇用及び処遇の継続に関して、対象者の役員及び対象者との間で何らの合意もしておりません。

　当社は、本公開買付けの完了後、平成25年６月に開催予定の対象者の定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）

において、対象者の取締役の過半数となるに必要な取締役を当社より指名し、監査役も指名する予定です。なお、対象者の

従業員につきましては、今後も対象者の更なる発展に向けて能力を発揮していただきたいと考えているため、当面の間、本

公開買付け後もその雇用及び処遇を維持継続する予定です。

 

(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性等を担保
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するための措置

　当社及び対象者は、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされた場合、当社が本公開買付け

及びその後に予定されている本完全子会社化手続により対象者を当社の完全子会社とすることを意図しており、また、当

社と対象者の支配株主である古河機械金属が本応募契約を締結していることから、対象者の少数株主と利害が一致しない

構造的な可能性がありうることを踏まえ、本公開買付けの公正性等を担保するために、以下のとおり、本公開買付価格の公

正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等を講じております。なお、本公開買付けの開始時点では、

古河機械金属が対象者の支配株主に該当し、また、本公開買付けが完了した後には、当社が対象者の支配株主に該当する予

定です。

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関であるみずほ証券株式会社

（以下「みずほ証券」といいます。）から平成25年２月５日に株式価値算定書（以下「本株式価値算定書」といいま

す。）を取得して、その参考としております。なお、当社は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェ

アネス・オピニオン）を取得しておりません。

　みずほ証券は対象者普通株式の株式価値を算定するにあたり、対象者の財務状況、対象者普通株式の市場株価の動向等

について検討を行った上で、多面的に評価をすることが適切であると考え、市場株価基準法及びディスカウンテッド・

キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて対象者普通株式の株式価値の算定を行いま

した。

　市場株価基準法では、基準日を平成25年２月５日として、東京証券取引所における対象者普通株式の基準日終値（118

円）、直近１ヶ月の終値の単純平均値（107円、小数点以下を四捨五入、以下単純平均値の計算においては同様としま

す。）、直近３ヶ月の終値の単純平均値（92円）、直近６ヶ月の終値の単純平均値（82円）をもとに、１株当たり株式価

値の範囲を82円から118円までと分析しています。

　ＤＣＦ法では、対象者から提供を受けた事業計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近までの業績動向及び

一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者の企業活

動によって生み出されると見込まれる将来のキャッシュ・フローを想定し、それらを一定の割引率で現在価値に割引い

て株式価値を分析し、１株当たり株式価値の範囲を58円から125円までと分析しています。

　なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部経済環境の改善、高付加価値製品への注力等による売上高

の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれております。

　当社は、本公開買付価格について、本株式価値算定書の算定結果を参考にしつつ、対象者の取締役会による本公開買付

けへの賛同の可否、過去６ヶ月の対象者普通株式の市場株価の動向等を総合的に勘案し、かつ、古河機械金属及び対象者

との協議・交渉を経て、平成25年２月６日に本公開買付価格を１株当たり125円と決定いたしました。

　本公開買付価格は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25年２月５日の東京証券取引所におけ

る対象者普通株式の終値118円に対して5.93％（小数点以下第三位を四捨五入、以下プレミアム率の計算においては同

様とします。）、過去１ヶ月間の終値の単純平均値107円に対して16.82％、同過去３ヶ月間の終値の単純平均値92円に対

して35.87％、同過去６ヶ月間の終値の単純平均値82円に対して52.44％のプレミアムをそれぞれ加えた価格となってお

ります。また、本書提出日の前営業日である平成25年２月６日の東京証券取引所における対象者普通株式の終値122円に

対して2.46％のプレミアムを加えた価格となっております。

 

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付けに関する意見を決

定するにあたり、当社、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機械金属及び対象者から独立

した第三者算定機関である野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）に対し、対象者普通株式の価値の算定

を依頼したとのことです。野村證券は、対象者普通株式について、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法による

算定を行い、対象者は、平成25年２月６日に野村證券から株式価値算定書を取得したとのことです。なお、対象者は、野村

證券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。

　野村證券による対象者普通株式の１株当たり株式価値の算定結果の概要は、それぞれ以下のとおりとのことです。

市場株価平均法　　　　82円～118円

類似会社比較法　　　　36円～ 42円

ＤＣＦ法　　　　　　　13円～144円

　市場株価平均法では、平成25年２月５日を基準日として、東京証券取引所における平成25年２月５日の対象者普通株式

の終値118円、直近１週間の終値の単純平均値112円、直近１ヶ月間の終値の単純平均値107円、直近３ヶ月間の終値の単

純平均値92円及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値82円を基に、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を82円か

ら118円までと分析しているとのことです。

　次に、類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価や収益性を示す財務指標との比較

を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を36円から42円までと分析してい
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るとのことです。

　最後に、ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素を前提として、対

象者が平成25年３月期以降の将来において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在

価値に割引いて企業価値や株式価値を分析し、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を13円から144円までと分

析しているとのことです。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部環境の好転及び事業ポートフォリ

オの見直しによる売上高の増加や継続的なコスト削減を主要因として、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれて

いるとのことです。

 

③　対象者における独立した法律事務所からの助言

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者取締役会における意思決定の公正性及び適正性を担保するため、対

象者、古河機械金属及び当社から独立したリーガル・アドバイザーとして弁護士法人大江橋法律事務所（以下「大江橋

法律事務所」といいます。）を選任し、本公開買付けに関する諸手続を含む対象者取締役会の意思決定の方法及び過程

等について法的助言を受けているとのことです。

 

④　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主に

とって不利益でないことに関する意見の入手

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思決定過程の公正性、透明性及び客

観性を確保することを目的として、対象者、古河機械金属及び当社と利害関係のない外部の有識者である新川大祐氏

（税理士、公認会計士、北斗税理士法人）及び高橋明人氏（弁護士、高橋・片山法律事務所）に対し、本取引について、

(a)本取引は、対象者の企業価値向上に資するか、(b)本取引の取引条件の公正性が確保されているか、(c)本取引におい

て、公正な手続を通じた対象者株主の利益への十分な配慮がなされているか、(d)上記(a)から(c)までの他、本取引は対

象者の少数株主にとって不利益なものでないかについて諮問したとのことです。

　新川大祐氏及び高橋明人氏は、対象者が野村證券から取得した株式価値算定書及びこれに基づく野村證券からの対象

者普通株式の価値評価に関する説明や、本取引に係る当社の提案内容について説明等を受けたうえで、上記諮問事項に

ついて慎重に検討を重ねた結果、平成25年２月６日に対象者に対し、上記(a)ないし(d)の各点について、(a)当社及び対

象者から説明を受けた本取引の目的及び必要性・背景事情、並びに対象者の事業計画及び成長計画については、いずれ

も不合理なものとは認められず、本取引は対象者の企業価値向上に資すると考えられること、(b)野村證券からの株式価

値算定書については、その結論に至る計算過程について特段不合理な点等は認められないことに加え、本公開買付価格

を含む本公開買付けの諸条件に関する対象者の判断・意思決定につき、その過程から恣意性を排除するためにとられて

いる方法に関し合理性・相当性が認められること、さらには本公開買付けと時間的に近接した時期において同一の条件

で本完全子会社化手続を実施することには合理性が認められること等から、本取引の取引条件に関して公正性が確保さ

れていると考えられること、(c)独立した第三者算定機関である野村證券から株式価値算定書を取得し、またリーガル・

アドバイザーとして大江橋法律事務所を選任して法的助言を得ていることに加え、本取引の検討に際して、利益相反の

可能性があり得る取締役及び監査役は、本取引に関する決定を行う対象者の取締役会の審議及び決議には参加しないこ

とが予定されていること、対象者が当社に対して、少数株主の利益に十分配慮した公開買付価格の提示を予め要請して

いたこと等から、本取引の対応及び検討の過程において、公正な手続を通じた対象者株主の利益への十分な配慮がなさ

れていると考えられること、(d)その他、本取引が対象者の少数株主にとって不利益なものであると考えられる事情は認

められないことから、本取引に係る対象者の意思決定は、対象者の少数株主にとって特段不利益であるとは考えられな

いと思料する旨を内容とする意見書を提出したとのことです。

 

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、野村證券より取得した株式価値算定書、大江橋法律事務所から得た法的助

言、新川大祐氏及び高橋明人氏による意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けに関する諸条件について慎重に

協議、検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益であり、本公開買付価格及び本公

開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格及び諸条件により対

象者普通株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成25年２月６日開催の取締役会において、本公開買付け

について賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨を、

決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのことです。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河

機械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利

益相反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加

していないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除

く監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのこ
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とです。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者

の取締役会に出席していないとのことです。

 

⑥　本公開買付価格の公正性を担保するためのその他の措置

　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗

的買収提案者が対象者との間で接触することを制限するような内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な

買付け等の機会が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しております。

 

(5）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けの応募に係る重要な合意に関する事項

　前記「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的」に記載した背景を踏まえ、当社は、平成24年７月頃よ

り対象者の親会社である古河機械金属（所有株式数（みずほ信託銀行株式会社退職給付信託古河機械金属口再信託受託

者資産管理サービス信託銀行株式会社名義による所有を含みます。）：16,479,764株、所有割合：53.44％）との間で、対

象者普通株式の取得について協議を重ねてまいりました。その結果、本公開買付価格を含む本公開買付けに関する諸条件

の合意に至ったことから、当社は古河機械金属との間で、平成25年２月６日付で本応募契約を締結し、古河機械金属が所有

する対象者普通株式の全てについて本公開買付けに応募する旨を合意しております。

　本応募契約においては、古河機械金属の応募の前提条件として、①本公開買付けが開始され、かつ撤回されていないこと、

②本応募契約に定める当社の表明及び保証の重大な違反が存在していないこと（注１）、③本応募契約に基づき当社が履

行又は遵守すべき義務について重大な違反が生じていないこと（注２）、④本公開買付けにおける買付け等の期間（以下

「公開買付期間」といいます。）の開始日において、本公開買付けに関する対象者の決定が対象者の少数株主にとって不

利益でないことに関し、対象者が、対象者との間に利害関係を有しない者から意見を入手していること、公開買付期間の開

始日において、対象者の取締役会により、本公開買付けに対し、本公開買付けに利害関係を有しない出席取締役全員一致に

よる賛同意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議が適法になされ、こ

れが公表されていること、及び、本公開買付けへの応募の時点において、対象者の取締役会により、本公開買付けに対し反

対する旨の意見が表明されていないこと（ただし、本条件が古河機械金属の責に帰すべき事由により充足されない場合を

除きます。）、⑤公開買付期間の開始日において、対象者の取締役会が本公開買付けに対し賛同意見を表明し、かつ、対象者

の株主の皆様に本公開買付けへの応募を推奨することに関して、対象者の監査役が異議を唱えていないこと（ただし、本

条件が古河機械金属の責に帰すべき事由により充足されない場合を除きます。）、⑥古河機械金属の対象者に対する貸付

金、当該貸付金に関し対象者又はその企業集団が古河機械金属に提供した担保に関する古河機械金属の権利義務について

の当社に対する移管が本公開買付けに係る決済の開始日において実現するための手続が完了し又はその合理的な見込み

があることが定められています。なお、古河機械金属が、その任意の裁量により、これらの前提条件の全部又は一部を放棄

の上、自らの判断で本公開買付けに応募することは制限されていません。

　また、本応募契約において、古河機械金属は、公開買付期間の延長により、本公開買付けに係る決済が本株主総会に係る議

決権の基準日である平成25年３月31日までに完了しなかった結果として、当社が、古河機械金属の所有する対象者普通株

式の全て（みずほ信託銀行株式会社退職給付信託古河機械金属口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社名義

による所有を含みます。）に係る当該議決権を得ることができなかった場合、当社の指示に従って当該議決権その他一切

の権利を行使することが定められております。

（注１）　当社は、本応募契約において、本応募契約締結日、公開買付期間の開始日及び本公開買付けに係る決済の開始日

において、①当社の適法な設立及び有効な存続、②本応募契約の締結及び履行に必要な権限の存在及び必要な

手続の履践、③本応募契約の締結及び本公開買付けの実施が法令等に違反するものではないこと、④本応募契

約の法的拘束力及び強制執行可能性、⑤本公開買付けに関する事実を除き、対象者に関して、法第166条第２項

及び同法第167条第２項に規定される事実であって、かつ、未公表のものを認識していないことについて表明及

び保証しております。

（注２）　本応募契約において、当社は、守秘義務及び契約上の権利義務の譲渡禁止等のほか、①古河機械金属の対象者に

対する貸付金、当該貸付金に関し対象者又はその企業集団が古河機械金属に提供した担保に関する古河機械金

属の権利義務につき本公開買付けに係る決済の開始日である平成25年３月27日をもって、②対象者が各金融機

関に対し負担する借入債務に関し古河機械金属が提供した債務保証に関する古河機械金属の権利義務につき

同日後可能な限り速やかに、当社に対する円滑な移管が実現されるよう、古河機械金属と協力し、努力する義務

を負っています。

　なお、古河機械金属は、本公開買付け以外の第三者による対象者株式を対象とする公開買付け（以下「対抗公開買付け」

といいます。）が開始された場合において、対抗公開買付けに係る対象者株式の買付価格が本公開買付価格を上回る場合

であって、かつ、古河機械金属が、その所有する対象者普通株式の全て（みずほ信託銀行株式会社退職給付信託古河機械金

属口再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社名義による所有を含みます。）を対抗公開買付けに応募しないこと

が古河機械金属の取締役の善管注意義務に違反するおそれが高いと客観的かつ合理的に認められる場合には、本公開買付

けへの応募義務を負わないものとされています。
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(6）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

　当社は、前記「(1）本公開買付けの概要」に記載のとおり、対象者の発行済普通株式の全て（対象者が所有する自己株式

を除きます。）を取得する予定です。

　当社は、本公開買付けにより、対象者の発行済普通株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得できな

かった場合であって、かつ完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされた場合には、本公開買付けの完了後に、当社が

対象者の発行済普通株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きます。）を所有することになるよう、以下に述べる方

法（以下「全部取得条項付種類株式を利用する方法」といいます。）により、本完全子会社化手続を行うことを企図して

おります。ただし、当社は、本公開買付けの結果として、その所有割合が90％に満たない場合には、本完全子会社化手続とし

て、対象者と協議の上、全部取得条項付種類株式を利用する方法に代えて、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下同じです。）の手続に従い、当社を完全親会社、対象者を完全子会社とし、当社の株式を対価とする株式交換

（以下「本株式交換」といいます。）を採用する予定ですが、この場合における具体的な手続については、対象者と協議の

上、決定次第速やかに開示する予定です。

　全部取得条項付種類株式を利用する方法としては、具体的には、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上

の応募がなされた場合、本公開買付けの完了後、当社は、①対象者が会社法の規定する種類株式発行会社となるために、対

象者において普通株式とは別個の種類の株式を発行できる旨の定めを置くことを内容とする定款の一部変更を行うこと、

②対象者の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいい

ます。以下同じです。）を付す旨の定款の一部変更を行うこと、及び③全部取得条項が付された対象者普通株式の全部（対

象者が所有する自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引換えに別個の種類の対象者の株式を交付することに係る

議案を、本株主総会に上程することを対象者に要請する予定です。

　また、本株主総会において上記①の議案について承認されると、対象者は会社法の規定する種類株式発行会社となりま

す。そして、上記②に係る定款の一部変更の効力を生じさせるためには、会社法第111条第２項第１号に基づき、本株主総会

の上記②に係る決議に加えて、株式の内容として全部取得条項が付される対象者普通株式を所有する株主を構成員とする

種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となるため、当社は、対象者に対し、本株主総会の開

催日と同日に、上記②の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む本種類株主総会の開催を要請する予定です。

　なお、本株主総会及び本種類株主総会に上記各議案が上程された場合、当社は、本株主総会及び本種類株主総会において

上記各議案に賛成する予定です。

　上記各手続が実行された場合には、対象者の発行する全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、その全て（対象者

が所有する自己株式を除きます。）が対象者に取得されることとなり、対象者の株主（対象者を除きます。）には当該取得

の対価として別個の種類の対象者の株式が交付されることとなりますが、交付されるべき当該対象者の株式の数が１株に

満たない端数となる株主に対しては、会社法第234条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した

数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する当該対象者の株式を売却すること

等によって得られる金銭が交付されます。なお、当該端数の合計数に相当する当該対象者の株式の売却の結果、各株主に交

付されることになる金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者普通株式の数を乗じた価格

と同一となるよう算定される予定です。また、全部取得条項が付された対象者普通株式の取得の対価として交付する対象

者の株式の種類及び数は、本書提出日現在において未定ですが、当社が対象者の発行済株式の全て（対象者が所有する自

己株式を除きます。）を所有することとなるよう、本公開買付けに応募されなかった当社以外の対象者の株主に対して交

付しなければならない対象者の株式の数が１株に満たない端数となるよう決定される予定です。なお、当社は、本株主総会

及び本種類株主総会の決議後実務上合理的に可能な範囲内で速やかに対象者を当社の完全子会社とするための施策を完

了することを予定しております。この他、対象者普通株式の取得対価として交付されることとなる別個の種類の対象者株

式の上場申請は行われない予定です。

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本株主総会及び本種類株主総会の具体的な手続及び実施時期等については、

決定次第、速やかに公表するとのことです。

　上記手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、上記③の全部取得条項が付

された対象者普通株式の全部の取得が本株主総会において決議された場合には、会社法第172条その他の関係法令の定め

に従って、株主は当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められています。この方法による場合、

１株当たりの取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。

　なお、上記②の定款変更に関連して、会社法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従い、株主はその所有する株

式の買取請求を行うことができ、裁判所に買取価格の決定を求める申立てを行うことができる旨が定められております

が、全部取得条項による取得の効力が生じたときは、会社法第117条第２項の買取価格決定の申立て適格を欠くと判断され

る可能性があります。

　また、上記各手続については、本公開買付け後の当社による対象者の株式の所有状況、当社以外の対象者の株主による対

象者の株式の所有状況、又は関係法令についての当局の解釈等の状況等によっては、その実施に時間を要し、又は対象者と

協議の上、本株式交換か、あるいは全部取得条項付種類株式を利用する方法又は本株式交換と概ね同等の効果を有する他
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の方法に変更する可能性があります（なお、当社は、本公開買付けの結果として、その所有割合が90％に満たない場合に

は、本完全子会社化手続として、対象者と協議の上、全部取得条項付種類株式を利用する方法に代えて、会社法の手続に従

い、本株式交換を採用する予定です。）。ただし、そのように本株式交換又は当該他の方法に変更する場合でも、本公開買付

けに応募されなかった対象者の株主に対しては、最終的に金銭又は当社の株式を交付する方法により、当社が対象者の発

行済株式の全て（対象者が所有する自己株式を除きます。）を所有することとなることを予定しており、その場合に対象

者の株主に交付されることになる金銭又は当社の株式の価値についても、本公開買付価格に当該株主が所有していた対象

者普通株式の数を乗じた額と同一となるよう算定される予定です。この場合における具体的な手続については、対象者と

協議の上、決定次第速やかに開示する予定です。

　なお、本完全子会社化手続として、本株式交換を実施する場合であっても、会社法第785条その他の関係法令の定めに従っ

て、株主はその所有する株式の買取請求を行うことができ、裁判所に買取価格の決定を求める申立てを行うことができる

旨が定められています。この方法による場合、１株当たりの買取価格は、最終的には裁判所が判断することになります。

　また、本公開買付けは、本株主総会及び本種類株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切ござ

いません。

　本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施されるもの

の、本完全子会社化手続は実施されず、対象者普通株式は東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場を維持することとな

る予定です。

 

(7）上場廃止となる見込み及びその理由

　対象者普通株式は、現在、東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場されておりますが、当社は、本

公開買付けにおいて買付予定数の上限を設定しておらず、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所及び大阪証券取

引所の上場廃止基準に従い、対象者普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付け

の完了時点で当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされた

場合、当社は、対象者が所有する自己株式を除く対象者の発行済株式の全てを所有することを企図しており、本公開買付け

の完了後に、前記「(6）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の各手続が実

行された場合には、対象者普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となります。上場廃止後は、対象者普通株式を東京証券

取引所及び大阪証券取引所において取引することはできません。なお、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式

数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施するものの、本完全子会社化手続は実施しないこととしており、

その場合、対象者普通株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場を維持することとなる予定です。
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４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成25年２月７日（木曜日）から平成25年３月21日（木曜日）まで（29営業日）

公告日 平成25年２月７日（木曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載しております。
（電子公告アドレス　http://info.edinet-fsa.go.jp/）

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

　法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提

出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成25年３月22日（金曜日）までとなります。

 

【期間延長の確認連絡先】

確認連絡先　　日本ゼオン株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目６番２号

03（3216）2747

広報室

確認受付時間　平日９時から17時まで

 

（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき金125円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券（　　

　　）

―

株券等預託証券（　　　　） ―

算定の基礎 　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した第三者算定

機関であるみずほ証券から平成25年２月５日に本株式価値算定書を取得して、その参考

としております。なお、当社は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 　みずほ証券は対象者普通株式の株式価値を算定するにあたり、対象者の財務状況、対象

者普通株式の市場株価の動向等について検討を行った上で、多面的に評価をすることが

適切であると考え、市場株価基準法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者普通株式の株

式価値の算定を行いました。

 　市場株価基準法では、基準日を平成25年２月５日として、東京証券取引所における対象

者普通株式の基準日終値（118円）、直近１ヶ月の終値の単純平均値（107円）、直近３ヶ

月の終値の単純平均値（92円）、直近６ヶ月の終値の単純平均値（82円）をもとに、１株

当たり株式価値の範囲を82円から118円までと分析しています。

 　ＤＣＦ法では、対象者から提供を受けた事業計画、対象者へのマネジメント・インタ

ビュー、直近までの業績動向及び一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25年

３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者の企業活動によって生み出され

ると見込まれる将来のキャッシュ・フローを想定し、それらを一定の割引率で現在価値

に割引いて株式価値を分析し、１株当たり株式価値の範囲を58円から125円までと分析し

ています。

EDINET提出書類

日本ゼオン株式会社(E00821)

公開買付届出書

10/35



 　なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部経済環境の改善、高付加価値

製品への注力等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでい

る事業年度が含まれております。

 　当社は、本公開買付価格について、本株式価値算定書の算定結果を参考にしつつ、対象者

の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、過去６ヶ月の対象者普通株式の市場株

価の動向等を総合的に勘案し、かつ、古河機械金属及び対象者との協議・交渉を経て、平

成25年２月６日に本公開買付価格を１株当たり125円と決定いたしました。

 　本公開買付価格は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25年２月

５日の東京証券取引所における対象者普通株式の終値118円に対して5.93％、過去１ヶ月

間の終値の単純平均値107円に対して16.82％、同過去３ヶ月間の終値の単純平均値92円

に対して35.87％、同過去６ヶ月間の終値の単純平均値82円に対して52.44％のプレミア

ムをそれぞれ加えた価格となっております。また、本書提出日の前営業日である平成25年

２月６日の東京証券取引所における対象者普通株式の終値122円に対して2.46％のプレ

ミアムを加えた価格となっております。

算定の経緯 （本公開買付価格の決定に至る経緯）

 　当社と古河機械金属は、同一銀行グループに属するメンバーとして永年来の交流があ

り、また、エラストマー素材事業を強化したい当社と、対象者と当社とのシナジー関係の

構築が対象者の企業価値向上に資するとの古河機械金属との認識が一致し、当社は、平成

24年７月頃より古河機械金属との間で、本公開買付けに応じて、古河機械金属がその所有

する対象者普通株式を当社に対して譲渡することに係る協議を重ねてまいりました。そ

のうえで、当社は、平成24年10月頃に、対象者に対して本公開買付けの提案を行い、その

後、対象者との間で、当社及び対象者の更なる成長及び企業価値向上を目的とした諸施策

について協議、検討を重ねてまいりました。

 　その結果、当社は、当社におけるエラストマー素材事業と対象者における化成品事業に

ついては、同一製品の製造販売を行っていることから、当社及び対象者が、アクリルエマ

ルジョン等の製造販売者として、原材料の調達、製造、需要家の皆様への製商品提供等及

びロジスティック分野等において、両社が保有する経営資源を相互に有効的に活用する

ことが可能であり、両社が独自に製造している製品を効率的に供給することで、今後旺盛

なアクリルゴムの需要に応えることができるものと判断し、当社が対象者を完全子会社

化し、当社のエラストマー素材事業と対象者の化成品事業を一体として事業展開するこ

とは、当社及び対象者の企業価値向上に資するものと考えるに至りました。また、こうし

た製品供給の効率化を行う一方、当社及び対象者がそれぞれ国内に１か所ずつ有してい

る生産拠点（当社は神奈川県川崎市、対象者は岡山県倉敷市）を併存させることにより、

今後旺盛な需要が見込まれる特殊ゴムにおいて、需要家の皆様におかれての生産数量増

産要請に応え、かつ、自動車重要保安部品として多く採用される特殊ゴムの安定供給、所

謂ＢＣＰ（事業継続計画）のご要請にも応えうるものと考えております。

EDINET提出書類

日本ゼオン株式会社(E00821)

公開買付届出書

11/35



 　当社の主力事業であり、自動車等の高性能化に伴い、重要保安部品としてますます重要

性の高まっている特殊ゴム（中でもアクリルゴム）を中心としたエラストマー素材事業

の更なる強化は、付加価値の高い新製品の開発と事業拡大に取り組んできた当社におい

て長い間一貫した考え方であり、今後も継続されるべき基本的な考え方となっておりま

す。また、当社のエラストマー素材事業を対象者の化成品事業と一体となって事業展開す

るに際しては、当社及び対象者の間の密接な連携が必要となり、対象者を当社の完全子会

社とし、短期的な業績変動に過度に捉われず、中長期的な視点に立ち、対象者が上場会社

であることに伴う各種の制約に捉われることなく、当社グループの一員として、当社と一

体になって事業展開を行っていくことが、最も有効かつ適切であると考えております。以

上のことから、当社は、対象者を当社の完全子会社とし、双方の経営資源を有効活用する

ことで、当社及び対象者の経営効率化策の推進を図ることが、最終的には本公開買付け実

施後の当社グループの更なる企業価値向上に資すると考え、平成25年２月６日に開催さ

れた取締役会にて、本公開買付けを実施し、完全子会社化判定基準株式数以上の応募がな

されることを条件に本完全子会社化手続を実行のうえ、対象者を当社の完全子会社とす

ることを決議し、以下の経緯により本公開買付価格を決定いたしました。

  

 （本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等

本公開買付けの公正性等を担保するための措置）

 　当社及び対象者は、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がな

された場合、当社が本公開買付け及びその後に予定されている本完全子会社化手続によ

り対象者を当社の完全子会社とすることを意図しており、また、当社と対象者の支配株主

である古河機械金属が本応募契約を締結していることから、対象者の少数株主と利害が

一致しない構造的な可能性がありうることを踏まえ、本公開買付けの公正性等を担保す

るために、以下のとおり、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を

回避するための措置等を講じております。なお、本公開買付けの開始時点では、古河機械

金属が対象者の支配株主に該当し、また、本公開買付けが完了した後には、当社が対象者

の支配株主に該当する予定です。

 ①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した第三者算

定機関であるみずほ証券から平成25年２月５日に本株式価値算定書を取得して、その

参考としております。なお、当社は、みずほ証券から本公開買付価格の公正性に関する

意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 　みずほ証券は対象者普通株式の株式価値を算定するにあたり、対象者の財務状況、対

象者普通株式の市場株価の動向等について検討を行った上で、多面的に評価をするこ

とが適切であると考え、市場株価基準法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者普通株

式の株式価値の算定を行いました。

 　市場株価基準法では、基準日を平成25年２月５日として、東京証券取引所における対

象者普通株式の基準日終値（118円）、直近１ヶ月の終値の単純平均値（107円）、直近

３ヶ月の終値の単純平均値（92円）、直近６ヶ月の終値の単純平均値（82円）をもと

に、１株当たり株式価値の範囲を82円から118円までと分析しています。

 　ＤＣＦ法では、対象者から提供を受けた事業計画、対象者へのマネジメント・インタ

ビュー、直近までの業績動向及び一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25

年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者の企業活動によって生み出

されると見込まれる将来のキャッシュ・フローを想定し、それらを一定の割引率で現

在価値に割引いて株式価値を分析し、１株当たり株式価値の範囲を58円から125円まで

と分析しています。
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 　なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部経済環境の改善、高付加価

値製品への注力等による売上高の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込ん

でいる事業年度が含まれております。

 　当社は、本公開買付価格について、本株式価値算定書の算定結果を参考にしつつ、対象

者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、過去６ヶ月の対象者普通株式の市

場株価の動向等を総合的に勘案し、かつ、古河機械金属及び対象者との協議・交渉を経

て、平成25年２月６日に本公開買付価格を１株当たり125円と決定いたしました。

 　本公開買付価格は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25年２

月５日の東京証券取引所における対象者普通株式の終値118円に対して5.93％、過去

１ヶ月間の終値の単純平均値107円に対して16.82％、同過去３ヶ月間の終値の単純平

均値92円に対して35.87％、同過去６ヶ月間の終値の単純平均値82円に対して52.44％

のプレミアムをそれぞれ加えた価格となっております。また、本書提出日の前営業日で

ある平成25年２月６日の東京証券取引所における対象者普通株式の終値122円に対し

て2.46％のプレミアムを加えた価格となっております。

  

 ②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付価格の公正性を担保するため、

本公開買付けに関する意見を決定するにあたり、当社、対象者の支配株主であり当社と

の間で本応募契約を締結した古河機械金属及び対象者から独立した第三者算定機関で

ある野村證券に対し、対象者普通株式の価値の算定を依頼したとのことです。野村證券

は、対象者普通株式について、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法による算

定を行い、対象者は、平成25年２月６日に野村證券から株式価値算定書を取得したとの

ことです。なお、対象者は、野村證券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェ

アネス・オピニオン）を取得していないとのことです。

 　野村證券による対象者普通株式の１株当たり株式価値の算定結果の概要は、それぞれ

以下のとおりとのことです。

 市場株価平均法　　　　82円～118円

 類似会社比較法　　　　36円～ 42円

 ＤＣＦ法　　　　　　　13円～144円

 　市場株価平均法では、平成25年２月５日を基準日として、東京証券取引所における平

成25年２月５日の対象者普通株式の終値118円、直近１週間の終値の単純平均値112円、

直近１ヶ月間の終値の単純平均値107円、直近３ヶ月間の終値の単純平均値92円及び直

近６ヶ月間の終値の単純平均値82円を基に、対象者普通株式の１株当たり株式価値の

範囲を82円から118円までと分析しているとのことです。

 　次に、類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価

や収益性を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者普通株

式の１株当たり株式価値の範囲を36円から42円までと分析しているとのことです。

 　最後に、ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された

情報等の諸要素を前提として、対象者が平成25年３月期以降の将来において創出する

と見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割引いて企

業価値や株式価値を分析し、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を13円から

144円までと分析しているとのことです。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業

計画では、外部環境の好転及び事業ポートフォリオの見直しによる売上高の増加や継

続的なコスト削減を主要因として、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれてい

るとのことです。
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 ③　対象者における独立した法律事務所からの助言

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者取締役会における意思決定の公正

性及び適正性を担保するため、対象者、古河機械金属及び当社から独立したリーガル・

アドバイザーとして大江橋法律事務所を選任し、本公開買付けに関する諸手続を含む

対象者取締役会の意思決定の方法及び過程等について法的助言を受けているとのこと

です。

  

 ④　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子

会社等による決定が少数株主にとって不利益でないことに関する意見の入手

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思

決定過程の公正性、透明性及び客観性を確保することを目的として、対象者、古河機械

金属及び当社と利害関係のない外部の有識者である新川大祐氏（税理士、公認会計士、

北斗税理士法人）及び高橋明人氏（弁護士、高橋・片山法律事務所）に対し、本取引に

ついて、(a)本取引は、対象者の企業価値向上に資するか、(b)本取引の取引条件の公正

性が確保されているか、(c)本取引において、公正な手続を通じた対象者株主の利益へ

の十分な配慮がなされているか、(d)上記(a)から(c)までの他、本取引は対象者の少数

株主にとって不利益なものでないかについて諮問したとのことです。

 　新川大祐氏及び高橋明人氏は、対象者が野村證券から取得した株式価値算定書及びこ

れに基づく野村證券からの対象者普通株式の価値評価に関する説明や、本取引に係る

当社の提案内容について説明等を受けたうえで、上記諮問事項について慎重に検討を

重ねた結果、平成25年２月６日に対象者に対し、上記(a)ないし(d)の各点について、(a)

当社及び対象者から説明を受けた本取引の目的及び必要性・背景事情、並びに対象者

の事業計画及び成長計画については、いずれも不合理なものとは認められず、本取引は

対象者の企業価値向上に資すると考えられること、(b)野村證券からの株式価値算定書

については、その結論に至る計算過程について特段不合理な点等は認められないこと

に加え、本公開買付価格を含む本公開買付けの諸条件に関する対象者の判断・意思決

定につき、その過程から恣意性を排除するためにとられている方法に関し合理性・相

当性が認められること、さらには本公開買付けと時間的に近接した時期において同一

の条件で本完全子会社化手続を実施することには合理性が認められること等から、本

取引の取引条件に関して公正性が確保されていると考えられること、(c)独立した第三

者算定機関である野村證券から株式価値算定書を取得し、またリーガル・アドバイ

ザーとして大江橋法律事務所を選任して法的助言を得ていることに加え、本取引の検

討に際して、利益相反の可能性があり得る取締役及び監査役は、本取引に関する決定を

行う対象者の取締役会の審議及び決議には参加しないことが予定されていること、対

象者が当社に対して、少数株主の利益に十分配慮した公開買付価格の提示を予め要請

していたこと等から、本取引の対応及び検討の過程において、公正な手続を通じた対象

者株主の利益への十分な配慮がなされていると考えられること、(d)その他、本取引が

対象者の少数株主にとって不利益なものであると考えられる事情は認められないこと

から、本取引に係る対象者の意思決定は、対象者の少数株主にとって特段不利益である

とは考えられないと思料する旨を内容とする意見書を提出したとのことです。
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 ⑤　対象者における利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、野村證券より取得した株式価値算定書、大

江橋法律事務所から得た法的助言、新川大祐氏及び高橋明人氏による意見書その他の

関連資料を踏まえ、本公開買付けに関する諸条件について慎重に協議、検討した結果、

本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益であり、本公開買付

価格及び本公開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆

様に対して合理的な価格及び諸条件により対象者普通株式の売却の機会を提供するも

のであると判断し、平成25年２月６日開催の取締役会において、本公開買付けについて

賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募す

ることを推奨する旨を、決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員

の一致で決議したとのことです。

 　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との

間で本応募契約を締結した古河機械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦

氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利益相反の疑いを回避す

る観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、

一切参加していないとのことです。

 　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会に

おいては、監査役加藤直樹氏を除く監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意

見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのことです。加藤直樹氏

は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、

上記の対象者の取締役会に出席していないとのことです。

  

 ⑥　本公開買付価格の公正性を担保するためのその他の措置

 　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引

保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が対象者との間で接触することを制限

するような内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な買付け等の機会が確

保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しております。

 

（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

30,839,685（株） ―（株） ―（株）

　（注１）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限及び下限を設定しておりませんので、応募株券等の全部の買付け等を行

います。

　（注２）　本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。

　（注３）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は本公開買付けにより当社が取

得する対象者の株券等の最大数（30,839,685株）を記載しております。当該最大数は、対象者第145期第２四半期報

告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数（31,000,000株）から、同日現在の対象者が所有する自

己株式数（160,315株）を控除した数です。

　（注４）　単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請

求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に当該株式を買取ります。
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 30,839

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) ―

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(c)

―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年２月７日現在）（個）(d) ―

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(f)

―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年２月７日現在）（個）(g) ―

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(i)

―

対象者の総株主等の議決権の数（平成24年９月30日現在）（個）(j) 30,500

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合
((a)／(j))（％）

100.00

買付け等を行った後における株券等所有割合
((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）

100.00

　（注１）　「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定数（30,839,685株）に係る議

決権の数を記載しております。

　（注２）　「対象者の総株主等の議決権の数（平成24年９月30日現在）（個）(j)」は、対象者第145期第２四半期報告書に記載

された平成24年９月30日現在の総株主等の議決権の数です。

ただし、本公開買付けにおいては、単元未満株式についても本公開買付けの対象としているため、「買付予定の株券

等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における株券等所有割

合」の計算においては、対象者第145期第２四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の単元未満株式数

（340,000株）から同日現在の単元未満の自己株式数（315株）を控除した339,685株に係る議決権の数（339個）

を加算し、「対象者の総株主等の議決権の数（平成24年９月30日現在）（個）(j)」を30,839個として計算してい

ます。

　（注３）　「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における

株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しています。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

　当社は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。以下

「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対象者株式の取得

（以下「本株式取得」といいます。）に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、当該届出を「事前届

出」といいます。）、同条第８項により、原則として、事前届出受理の日から30日を経過するまでは、本株式取得をする

ことはできません（以下、株式の取得が禁止される当該期間を「禁止期間」といいます。）。

　また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式の取

得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることができます

（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。公正取引委員会は、排除措置命令をしようとすると

きは、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが（同法49条第５項。以下「排除措置命

令の事前通知」といいます。）、事前届出に係る株式取得に関する計画に対する排除措置命令の事前通知は、一定の期

間（上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以下「措置期間」と

いいます。）内に行うこととされています（同法第10条第９項）。

　公開買付者は、平成25年１月25日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日受理されております。したがって、

本株式取得に関しては、原則として平成25年２月24日をもって、禁止期間は終了する予定です。

　公開買付期間（延長した場合を含みます。）満了の前日までに、公正取引委員会に対する事前届出に対し、公正取引

委員会から、対象者株式の全部又は一部の処分や事業の一部の譲渡を命じる内容の排除措置命令の事前通知を受けた

場合、措置期間が終了しない場合、又は、独占禁止法第10条第１項の規定に違反する疑いのある行為をする者として裁

判所の緊急停止命令の申立てを受けた場合には、後記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(2）公開買付けの

撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の令第14条第１項第４号に定める事情が生じた場合

として、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。

　なお、公正取引委員会から独占禁止法第49条第５項の規定に基づく事前通知及び同法第10条第９項に基づく報告等

の要求を受けることなく排除措置命令の事前通知を受ける可能性のある期間が終了した場合又は公正取引委員会か

ら排除措置命令を行わない旨の通知を受けた場合には、公開買付者は、法第27条の８第２項に基づき、直ちに、訂正届

出書を提出いたします。

 

（３）【許可等の日付及び番号】

　該当事項はありません。
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７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

みずほ証券株式会社　　　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

 

②　本公開買付けに応募する際には、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載し、公開買付期間の末日の15時ま

でに、公開買付代理人の本店又は全国各支店において応募してください。

 

③　本公開買付けに係る応募の受付けにあたっては、本公開買付けに応募する株主（以下「応募株主等」といいます。）

が、公開買付代理人に証券取引口座を開設した上、応募する予定の株券等を当該証券取引口座に記録管理している必

要があります。本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等を経由した応募の受付けは行わ

れません。また、本公開買付けにおいては、対象者指定の特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社に

設定された特別口座に記録されている株券等をもって本公開買付けに応募することはできません。応募する予定の株

券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に開設された証券取引口座又は特別口座の口座管理機関に設定さ

れた特別口座に記載又は記録されている場合は、応募に先立ち、公開買付代理人に開設した証券取引口座への振替手

続を完了していただく必要があります。（注１）

 

④　応募株主等は、応募に際しては、上記「公開買付応募申込書」とともに、ご印鑑をご用意ください。

 

⑤　公開買付代理人に証券取引口座を開設しておられない応募株主等には、新規に証券取引口座を開設していただく必

要があります。証券取引口座を開設される場合には、本人確認書類（注２）が必要になります。

 

⑥　上記③の応募株券等の振替手続及び上記⑤の口座の新規開設には一定の日数を要する場合がありますのでご注意く

ださい。

 

⑦　外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人

を通じて応募してください。

 

⑧　日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、一般的に株式等の

譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注３）

 

⑨　応募の受付けに際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込みの受付票が交付されます。

 

（注１）　対象者指定の特別口座の口座管理機関に設定された特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株券等の

記録を振替える手続について

対象者指定の特別口座の口座管理機関に設定された特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株券等

の記録を振替える手続を公開買付代理人経由又は特別口座の口座管理機関にて行う場合は、特別口座の口座

管理機関に届け出ている個人情報と同一の情報が記載された「口座振替申請書」による申請が必要となり

ます。詳細については、公開買付代理人又は特別口座の口座管理機関にお問合せくださいますようお願い申

し上げます。

（注２）　本人確認書類について

公開買付代理人において新規に証券取引口座を開設される場合又は日本国内の常任代理人を通じて応募す

る外国人株主の場合には、次の本人確認書類が必要になります。本人確認書類等の詳細については、公開買付

代理人へお問合せください。

個人・・・・・・住民票の写し（６ヶ月以内に作成されたもの）、健康保険証、運転免許証等（氏名、住

所、生年月日全てを確認できるもの）。
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法人・・・・・・登記事項証明書、官公庁から発行された書類等（６ヶ月以内に作成されたもので名称及

び本店又は主たる事務所の所在地の両方を確認できるもの）。

法人自体の本人確認に加え、取引担当者（当該法人の代表者が取引する場合はその代表

者）個人の本人確認が必要となります。

外国人株主・・・外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合、日本

国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類する

もので、居住者の上記本人確認書類に準じるもの等（本人確認種類は、自然人の場合は、

氏名、住所、生年月日の記載のあるものに、法人の場合は、名称、本店又は主たる事務所の

所在地の記載のあるものに限ります。また、当該本人確認種類は、自然人及び法人ともに

６ヶ月以内に作成されたもの、又は有効期間若しくは期限のある書類は有効なものに限

ります。）及び常任代理人との間の委任契約に係る委任状又は契約書の写し（※）が必

要となります。

（※）　当該外国人株主の氏名又は名称、国外の住所地の記載のあるものに限り、①常任

代理人による証明年月日、②常任代理人の名称、住所、代表者又は署名者の氏名

及び役職が記載され、公開買付代理人の証券取引口座に係る届出印により原本

証明が付されたもの。

（注３）　日本の居住者の株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

日本の居住者である個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には、原則として申告分離課税が適

用されます。本公開買付けへの応募による売却につきましても、通常の金融商品取引業者を通じた売却とし

て取り扱われることとなります。税務上の具体的なご質問等につきましては、税理士等の専門家にご確認い

ただき、ご自身でご判断いただきますようお願い申し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解除

をする場合は、公開買付期間の末日の15時までに、応募受付けをした公開買付代理人の本店又は全国各支店に公開買

付応募申込みの受付票を添付の上、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）

を交付又は送付してください。契約の解除は、解除書面が公開買付代理人に交付され、又は到達した時に効力を生じま

す。従って、解除書面を送付する場合は、解除書面が公開買付期間の末日の15時までに公開買付代理人に到達しなけれ

ば解除できないことにご注意ください。

解除書面を受領する権限を有する者

みずほ証券株式会社　　　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

（その他みずほ証券株式会社全国各支店）

 

（３）【株券等の返還方法】

　応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場合に

は、解除手続終了後速やかに後記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により応募株券等を

返還いたします。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

みずほ証券株式会社　　　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号
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８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 3,854,960,625

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 40,000,000

その他(c) 4,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 3,898,960,625

　（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、本公開買付けにおける買付予定数（30,839,685株）に、１株当たりの買付価格（125

円）を乗じた金額を記載しています。

　（注２）　「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しています。

　（注３）　「その他(c)」欄には本公開買付けに関する公告に要する費用及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸

費用につき、その見積額を記載しています。

　（注４）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　（注５）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は本公開買付け終了後まで未定で

す。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

当座預金 7,093,191

計(a) 7,093,191

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ―
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③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計(b) ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

7,093,191千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

　該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

　該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

みずほ証券株式会社　　　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

 

（２）【決済の開始日】

平成25年３月27日（水曜日）

（注）　法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明

報告書が提出された場合は、決済の開始日は平成25年３月28日（木曜日）となります。

 

（３）【決済の方法】

　公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主の場合はその常任

代理人）の住所宛に郵送いたします。買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金を応募株主等

（外国人株主の場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等

（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所へ送金するか、公開買付代理人の応募受付けをした応募株主

等の口座へお支払いします。
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（４）【株券等の返還方法】

　後記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示

の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、公開買付代理人は、返還する

ことが必要な株券等を決済の開始日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後、速やかに応募が

行われた時の状態に戻します。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限及び下限を設定しておりません。したがって、公開買付者は、応募株券等

の全部の買付け等を行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

　令第14条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ、第４号並びに同条第２項第３号乃至第６号に

定める事項のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、令第14条第１項第３号

ヌについては、同号イからリまでに掲げる事由に準ずる事項として、以下の事項のいずれかに該当する場合をいいま

す。

①　対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事

項の記載が欠けていることが判明した場合

②　対象者の重要な子会社に同号イからリまでに掲げる事実が発生した場合

　また、公開買付期間（延長した場合を含みます。）満了の前日までに、独占禁止法第10条第２項の定めによる公正取

引委員会に対する公開買付者の事前届出に関し、(ⅰ)公開買付者が、公正取引委員会から、対象者の株式の全部又は一

部の処分、その事業の一部の譲渡を命じる内容の排除措置命令の事前通知を受けた場合、(ⅱ)同法に基づく排除措置

命令の事前通知がなされるべき措置期間が終了しない場合、又は(ⅲ)公開買付者が同法第10条第１項の規定に違反す

る疑いのある行為をする者として裁判所の緊急停止命令の申立てを受けた場合には、令第14条第１項第４号の「許可

等」を得られなかった場合として、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。

　撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日ま

でに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

　法第27条の６第１項第１号の規定により、対象者が公開買付期間中に令第13条第１項に定める行為を行った場合は、

府令第19条第１項に定める基準により買付け等の価格の引下げを行うことがあります。

　買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開

買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告

を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後

の買付け等の価格により買付けを行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解除

の方法については、前記「７　応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法によるものと

します。

　なお、公開買付者は応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応募株主

等に請求しません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。解除を申し出られた場合に

は、応募株券等は当該解除の申出に係る手続終了後、速やかに前記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に

記載の方法により返還します。
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（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

　公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等の変更

を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更内容等につき電子公告を行い、その旨を日

本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する

方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前

の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付けを行います。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

　訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公告に記載し

た内容に係るものを府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に

公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。ただし、訂正

の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を

応募株主等に交付する方法により訂正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

　本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する方法に

より公表します。

 

（８）【その他】

　本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また、米国の郵便

その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メール、インターネット通信、テレックス及び

電話を含みますが、これらに限りません。）を利用して行われるものでもなく、更に米国の証券取引所施設を通じて行

われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募

することはできません。

　また、本公開買付届出書又は関連する買付書類は米国において、若しくは米国に向けて、又は米国内から、郵送その他

の方法によって送付又は配布されるものではなく、係る送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は

間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けできません。

　本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以下の表明

及び保証を行うことを求められることがあります。

　応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在していないこと。本公

開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向け

て、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け若しくは公開買付応募申込書の署名交付に

関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メー

ル、インターネット通信、テレックス及び電話を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を

使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと（当該他の者

が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。
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第２【公開買付者の状況】
 

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

  平成　年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

計 ─ ─ ─

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

    平成　年　月　日現在

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

─ ─ ─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ─

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】
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（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第87期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　平成24年６月28日関東財務局長に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第88期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　平成25年２月７日関東財務局長に提

出

 

ハ【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

②【上記書類を縦覧に供している場所】

日本ゼオン株式会社　本店

（東京都千代田区丸の内一丁目６番２号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

２【会社以外の団体の場合】

　該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

　該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】
 

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

　該当事項はありません。

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

　該当事項はありません。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

　該当事項はありません。

 

２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

　該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

　該当事項はありません。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

　該当事項はありません。
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第４【公開買付者と対象者との取引等】
 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

(1）対象者との取引

　公開買付者と対象者との取引金額は以下のとおりです。

   （単位：百万円）

決算年月
平成22年３月期
（第85期）

平成23年３月期
（第86期）

平成24年３月期
（第87期）

対象者への売上 278 281 310

 

(2）役員との取引

　該当事項はありません。

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成24年10月頃に当社から本公開買付けの提案を受けた後、当社による対象

者の完全子会社化を目的とした本公開買付けについて慎重に協議、検討を行ったとのことです。その結果、対象者としまし

ては、対象者が当社の完全子会社又は子会社となることにより、①塗料事業においては、原材料購入面でのメリット、当社

グループでの販売拡大等の実現のほか、対象者及び当社が、それぞれ長年培ってきた技術、特に樹脂関係の技術を融合させ

ることにより、塗料に関わる独自の樹脂の開発が可能となることから、新たな分野への展開が期待されること、②化成品事

業においては、当社のエラストマー素材事業と同一製品の製造販売を対象者が行っていることから、両社の経営資源の有

効活用や特徴ある製品を効率的に供給することで、今後旺盛なアクリルゴムの需要に応えることができるものと期待され

ることを踏まえ、当社による対象者の完全子会社化又は子会社化は、対象者の中長期的な企業価値向上に資するものと判

断するに至ったとのことです。また、対象者は、野村證券より取得した株式価値算定書、大江橋法律事務所から得た法的助

言、新川大祐氏及び高橋明人氏による意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けに係る諸条件について慎重に協議、

検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益であり、本公開買付価格及び本公開買付

けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格及び諸条件により対象者普通

株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成25年２月６日開催の取締役会において、本公開買付けについて賛

同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨を、決議に参加し

た取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのことです。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機

械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利益相

反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加してい

ないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除く

監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのことで

す。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者の取締

役会に出席していないとのことです。

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景及び目的

　当社は、昭和25年４月に合成樹脂の製造販売を目的として設立され、創業以来一貫して独創的な技術を駆使し、化学工業

の発展に尽力してまいりました。現在は、当社グループとして、当社、子会社48社及び関連会社７社にて、合成ゴム特殊品の

製造販売を中心としたエラストマー素材事業及び光学樹脂・光学フィルム等を中心とした高機能材料事業を中心に、付加

価値の高い製品の開発・製造・販売と、グローバルな事業拡大に取り組んでおります。今後も、「スピード」を持ち、「対

話」を大切に、当社固有の技術と製品で、「社会貢献」をしていく所存です。昨今のグローバル、ボーダレスな競争が激化

する事業環境及び世界的な技術革新が行われる中、多くの需要家の皆様のご期待に応え、これらの製品を安定した品質で

継続的にお届けできるよう、絶え間ない改革・改善に取り組んでまいります。

　本書提出日現在、当社は、中期経営計画「ＳＺ－20（エスゼット20）」に基づき、「『2020年のありたい姿』－化学の力

で未来を今日にするＺＥＯＮ－」の実現のため、全社事業戦略として「エラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞ

れの強みを磨き上げ、両輪でグローバルに事業を拡大する」こと、及び「2020年のありたい姿を実現する企業風土を『見

える化』をベースに育成する」ことの２点を基本方針として様々な諸課題に取り組んでおります。そのうち具体的には、

エラストマー素材事業においては、当社が最も得意とする特殊ゴム事業の拡大により、多くの需要家の皆様における様々
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な技術革新に対応し、多くの需要家の皆様のご期待に応える施策を取り続けております。特殊ゴムの用途は自動車用途を

始め、世の中に必要不可欠な素材と位置付けられておりますところから、当社といたしましては、常に需要家の皆様に高性

能、高品質な素材製品を安定的にお届けすることこそ、当社に課せられた使命と考えております。

　一方、対象者は、大正８年10月に設立されて以来90年余り、総合塗料メーカーとして、常に新しい商品を市場に投入し、社

会に貢献してまいりました。現在では、建築外装用塗料・工業用塗料・皮革用塗料・鋼構造物用塗料・路面標示用塗料等

の各種塗料の製造販売を行う塗料事業、並びに自動車関連用アクリルゴム及び繊維加工用のアクリルエマルジョン等の製

造販売を行う化成品事業の２つの事業を中心として事業を行っております。

　本書提出日現在、対象者は、塗料メーカーとして長年蓄積してきた技術力をフルに活かし、塗料ニーズの高機能化、商品価

値向上の要求、環境配慮型塗料開発等の要求に積極的に対応しているほか、グローバルな視点から新しいテクノロジーの

開発に努力しております。また、次世代の産業構造に対応すべく、塗料部門のみならず、アクリルゴムを主力商品とする化

成品部門の充実により、自動車産業等へのさらなる展開も図り、塗料と化成品を事業の両輪として付加価値を高めたビジ

ネス展開を図っております。

　このような中、当社と古河機械金属は、同一銀行グループに属するメンバーとして永年来の交流があり、また、エラスト

マー素材事業を強化したい当社と、対象者と当社とのシナジー関係の構築が対象者の企業価値向上に資するとの古河機械

金属との認識が一致し、当社は、平成24年７月頃より古河機械金属との間で、本公開買付けに応じて、古河機械金属がその

所有する対象者普通株式を当社に対して譲渡することに係る協議を重ねてまいりました。そのうえで、当社は、平成24年10

月頃に、対象者に対して本公開買付けの提案を行い、その後、対象者との間で、当社及び対象者の更なる成長及び企業価値

向上を目的とした諸施策について協議、検討を重ねてまいりました。

　その結果、当社は、当社におけるエラストマー素材事業と対象者における化成品事業については、同一製品の製造販売を

行っていることから、当社及び対象者が、アクリルエマルジョン等の製造販売者として、原材料の調達、製造、需要家の皆様

への製商品提供等及びロジスティック分野等において、両社が保有する経営資源を相互に有効的に活用することが可能で

あり、両社が独自に製造している製品を効率的に供給することで、今後旺盛なアクリルゴムの需要に応えることができる

ものと判断し、当社が対象者を完全子会社化し、当社のエラストマー素材事業と対象者の化成品事業を一体として事業展

開することは、当社及び対象者の企業価値向上に資するものと考えるに至りました。また、こうした製品供給の効率化を行

う一方、当社及び対象者がそれぞれ国内に１か所ずつ有している生産拠点（当社は神奈川県川崎市、対象者は岡山県倉敷

市）を併存させることにより、今後旺盛な需要が見込まれる特殊ゴムにおいて、需要家の皆様におかれての生産数量増産

要請に応え、かつ、自動車重要保安部品として多く採用される特殊ゴムの安定供給、所謂ＢＣＰ（事業継続計画）のご要請

にも応えうるものと考えております。

　当社の主力事業であり、自動車等の高性能化に伴い、重要保安部品としてますます重要性の高まっている特殊ゴム（中で

もアクリルゴム）を中心としたエラストマー素材事業の更なる強化は、付加価値の高い新製品の開発と事業拡大に取り組

んできた当社において長い間一貫した考え方であり、今後も継続されるべき基本的な考え方となっております。また、当社

のエラストマー素材事業を対象者の化成品事業と一体となって事業展開するに際しては、当社及び対象者の間の密接な連

携が必要となり、対象者を当社の完全子会社とし、短期的な業績変動に過度に捉われず、中長期的な視点に立ち、対象者が

上場会社であることに伴う各種の制約に捉われることなく、当社グループの一員として、当社と一体になって事業展開を

行っていくことが、最も有効かつ適切であると考えております。以上のことから、当社は、対象者を当社の完全子会社とし、

双方の経営資源を有効活用することで、当社及び対象者の経営効率化策の推進を図ることが、最終的には本公開買付け実

施後の当社グループの更なる企業価値向上に資すると考え、平成25年２月６日に開催された取締役会にて、本公開買付け

を実施し、完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされることを条件に本完全子会社化手続を実行のうえ、対象者を

当社の完全子会社とすることを決議いたしました。

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成24年10月頃に当社から本公開買付けの提案を受けた後、当社による対象

者の完全子会社化を目的とした本公開買付けについて慎重に協議、検討を行ったとのことです。その結果、対象者としまし

ては、対象者が当社の完全子会社又は子会社となることにより、①塗料事業においては、原材料購入面でのメリット、当社

グループでの販売拡大等の実現のほか、対象者及び当社が、それぞれ長年培ってきた技術、特に樹脂関係の技術を融合させ

ることにより、塗料に関わる独自の樹脂の開発が可能となることから、新たな分野への展開が期待されること、②化成品事

業においては、当社のエラストマー素材事業と同一製品の製造販売を対象者が行っていることから、両社の経営資源の有

効活用や特徴ある製品を効率的に供給することで、今後旺盛なアクリルゴムの需要に応えることができるものと期待され

ることを踏まえ、当社による対象者の完全子会社化又は子会社化は、対象者の中長期的な企業価値向上に資するものと判

断するに至ったとのことです。また、対象者は、後記「(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を

回避するための措置等本公開買付けの公正性等を担保するための措置」の「②　対象者における独立した第三者算定機関

からの株式価値算定書の取得」に記載の株式価値算定書、同「③　対象者における独立した法律事務所からの助言」に記

載の法的助言、同「④　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による

決定が少数株主にとって不利益でないことに関する意見の入手」に記載の意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付

けに係る諸条件について慎重に協議、検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益で
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あり、本公開買付価格及び本公開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的

な価格及び諸条件により対象者普通株式の売却の機会を提供するものであると判断したとのことです。以上から、同「⑤　

対象者における利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認」に記載のとおり、対象者は、平成25年２月６日開催の

取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに

応募することを推奨する旨を、決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのこと

です。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機

械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利益相

反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加してい

ないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除く

監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのことで

す。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者の取締

役会に出席していないとのことです。

 

(3）本公開買付け実施後の経営方針

　当社は、現状では、本公開買付けの実施後も対象者の経営方針に大きな変更を予定しておりませんが、本公開買付けは、完

全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされることを条件に本完全子会社化手続を実行のうえ、対象者の完全子会社化

を想定しておりますところから、上場廃止後の管理コストの削減等の経営改善策を実施し、当社グループの経営管理機能

を活用した統合等による合理化を実施してまいります。また、両社の製品販売における相互の営業基盤の活用など、両社事

業間の一体運営によりシナジーを高め、当社及び対象者の企業価値向上を図ってまいります。

　一方、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施される

ものの、本完全子会社化手続は実施されず、対象者普通株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場を維持すること

となる予定です。その場合には、当社は、上記経営改善策や合理化の実施の他、両社事業間の一体運営について一部制限さ

れる可能性がありますが、対象者の上場会社としての独立性を維持しつつ、両社の製品販売における営業基盤や両社事業

間における経営資源を相互に活用することにより早期にシナジーを高め、当社及び対象者の企業価値向上を図ってまいり

ます。

　なお、本完全子会社化手続の実施に関わらず、対象者における本業であり、長い間営まれてきた塗料事業の歴史を通じて

育まれた伝統、需要家の皆様からの信頼等の目に見えない重要な資産、いわゆる「のれん」は、対象者の塗料事業の従業員

により発現されるものとの考え方に基づき、当面大きな組織変更等は予定しておらず、塗料事業の運営は現行の運営体制

の継続を前提としております。化成品事業に関しては、対象者の事業形態を尊重しつつ、当社のエラストマー素材事業との

間で互換性と効率性の両方の視点から組織や人的な交流を図っていく所存です。一方で一日も早い当社グループへの融合

の観点から、役員を含めた人材交流を実施していくことを考えております。ただし、当社は、現時点では、本公開買付け後の

役員体制や従業員の雇用及び処遇の継続に関して、対象者の役員及び対象者との間で何らの合意もしておりません。

　当社は、本公開買付けの完了後、本株主総会において、対象者の取締役の過半数となるに必要な取締役を当社より指名し、

監査役も指名する予定です。なお、対象者の従業員につきましては、今後も対象者の更なる発展に向けて能力を発揮してい

ただきたいと考えているため、当面の間、本公開買付け後もその雇用及び処遇を維持継続する予定です。

 

(4）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性等を担保

するための措置

　当社及び対象者は、本公開買付けにおいて完全子会社化判定基準株式数以上の応募がなされた場合、当社が本公開買付け

及びその後に予定されている本完全子会社化手続により対象者を当社の完全子会社とすることを意図しており、また、当

社と対象者の支配株主である古河機械金属が本応募契約を締結していることから、対象者の少数株主と利害が一致しない

構造的な可能性がありうることを踏まえ、本公開買付けの公正性等を担保するために、以下のとおり、本公開買付価格の公

正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等を講じております。なお、本公開買付けの開始時点では、

古河機械金属が対象者の支配株主に該当し、また、本公開買付けが完了した後には、当社が対象者の支配株主に該当する予

定です。

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関であるみずほ証券から平成

25年２月５日に本株式価値算定書を取得して、その参考としております。なお、当社は、みずほ証券から本公開買付価格

の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

　みずほ証券は対象者普通株式の株式価値を算定するにあたり、対象者の財務状況、対象者普通株式の市場株価の動向等

について検討を行った上で、多面的に評価をすることが適切であると考え、市場株価基準法及びＤＣＦ法の各手法を用
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いて対象者普通株式の株式価値の算定を行いました。

　市場株価基準法では、基準日を平成25年２月５日として、東京証券取引所における対象者普通株式の基準日終値（118

円）、直近１ヶ月の終値の単純平均値（107円）、直近３ヶ月の終値の単純平均値（92円）、直近６ヶ月の終値の単純平

均値（82円）をもとに、１株当たり株式価値の範囲を82円から118円までと分析しています。

　ＤＣＦ法では、対象者から提供を受けた事業計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近までの業績動向及び

一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者の企業活

動によって生み出されると見込まれる将来のキャッシュ・フローを想定し、それらを一定の割引率で現在価値に割引い

て株式価値を分析し、１株当たり株式価値の範囲を58円から125円までと分析しています。

　なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部経済環境の改善、高付加価値製品への注力等による売上高

の増加やコスト削減効果により、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれております。

　当社は、本公開買付価格について、本株式価値算定書の算定結果を参考にしつつ、対象者の取締役会による本公開買付

けへの賛同の可否、過去６ヶ月の対象者普通株式の市場株価の動向等を総合的に勘案し、かつ、古河機械金属及び対象者

との協議・交渉を経て、平成25年２月６日に本公開買付価格を１株当たり125円と決定いたしました。

　本公開買付価格は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25年２月５日の東京証券取引所におけ

る対象者普通株式の終値118円に対して5.93％、過去１ヶ月間の終値の単純平均値107円に対して16.82％、同過去３ヶ月

間の終値の単純平均値92円に対して35.87％、同過去６ヶ月間の終値の単純平均値82円に対して52.44％のプレミアムを

それぞれ加えた価格となっております。また、本書提出日の前営業日である平成25年２月６日の東京証券取引所におけ

る対象者普通株式の終値122円に対して2.46％のプレミアムを加えた価格となっております。
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②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付けに関する意見を決

定するにあたり、当社、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河機械金属及び対象者から独立

した第三者算定機関である野村證券に対し、対象者普通株式の価値の算定を依頼したとのことです。野村證券は、対象者

普通株式について、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法による算定を行い、対象者は、平成25年２月６日に野

村證券から株式価値算定書を取得したとのことです。なお、対象者は、野村證券から本公開買付価格の公正性に関する意

見（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。

　野村證券による対象者普通株式の１株当たり株式価値の算定結果の概要は、それぞれ以下のとおりとのことです。

市場株価平均法　　　　82円～118円

類似会社比較法　　　　36円～ 42円

ＤＣＦ法　　　　　　　13円～144円

　市場株価平均法では、平成25年２月５日を基準日として、東京証券取引所における平成25年２月５日の対象者普通株式

の終値118円、直近１週間の終値の単純平均値112円、直近１ヶ月間の終値の単純平均値107円、直近３ヶ月間の終値の単

純平均値92円及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値82円を基に、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を82円か

ら118円までと分析しているとのことです。

　次に、類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価や収益性を示す財務指標との比較

を通じて、対象者の株式価値を算定し、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を36円から42円までと分析してい

るとのことです。

　最後に、ＤＣＦ法では、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素を前提として、対

象者が平成25年３月期以降の将来において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在

価値に割引いて企業価値や株式価値を分析し、対象者普通株式の１株当たり株式価値の範囲を13円から144円までと分

析しているとのことです。なお、上記ＤＣＦ法の算定の基礎となる事業計画では、外部環境の好転及び事業ポートフォリ

オの見直しによる売上高の増加や継続的なコスト削減を主要因として、大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれて

いるとのことです。

 

③　対象者における独立した法律事務所からの助言

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者取締役会における意思決定の公正性及び適正性を担保するため、対

象者、古河機械金属及び当社から独立したリーガル・アドバイザーとして大江橋法律事務所を選任し、本公開買付けに

関する諸手続を含む対象者取締役会の意思決定の方法及び過程等について法的助言を受けているとのことです。

 

④　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主に

とって不利益でないことに関する意見の入手

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思決定過程の公正性、透明性及び客

観性を確保することを目的として、対象者、古河機械金属及び当社と利害関係のない外部の有識者である新川大祐氏

（税理士、公認会計士、北斗税理士法人）及び高橋明人氏（弁護士、高橋・片山法律事務所）に対し、本取引について、

(a)本取引は、対象者の企業価値向上に資するか、(b)本取引の取引条件の公正性が確保されているか、(c)本取引におい

て、公正な手続を通じた対象者株主の利益への十分な配慮がなされているか、(d)上記(a)から(c)までの他、本取引は対

象者の少数株主にとって不利益なものでないかについて諮問したとのことです。

　新川大祐氏及び高橋明人氏は、対象者が野村證券から取得した株式価値算定書及びこれに基づく野村證券からの対象

者普通株式の価値評価に関する説明や、本取引に係る当社の提案内容について説明等を受けたうえで、上記諮問事項に

ついて慎重に検討を重ねた結果、平成25年２月６日に対象者に対し、上記(a)ないし(d)の各点について、(a)当社及び対

象者から説明を受けた本取引の目的及び必要性・背景事情、並びに対象者の事業計画及び成長計画については、いずれ

も不合理なものとは認められず、本取引は対象者の企業価値向上に資すると考えられること、(b)野村證券からの株式価

値算定書については、その結論に至る計算過程について特段不合理な点等は認められないことに加え、本公開買付価格

を含む本公開買付けの諸条件に関する対象者の判断・意思決定につき、その過程から恣意性を排除するためにとられて

いる方法に関し合理性・相当性が認められること、さらには本公開買付けと時間的に近接した時期において同一の条件

で本完全子会社化手続を実施することには合理性が認められること等から、本取引の取引条件に関して公正性が確保さ

れていると考えられること、(c)独立した第三者算定機関である野村證券から株式価値算定書を取得し、またリーガル・

アドバイザーとして大江橋法律事務所を選任して法的助言を得ていることに加え、本取引の検討に際して、利益相反の

可能性があり得る取締役及び監査役は、本取引に関する決定を行う対象者の取締役会の審議及び決議には参加しないこ

とが予定されていること、対象者が当社に対して、少数株主の利益に十分配慮した公開買付価格の提示を予め要請して

いたこと等から、本取引の対応及び検討の過程において、公正な手続を通じた対象者株主の利益への十分な配慮がなさ

れていると考えられること、(d)その他、本取引が対象者の少数株主にとって不利益なものであると考えられる事情は認
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められないことから、本取引に係る対象者の意思決定は、対象者の少数株主にとって特段不利益であるとは考えられな

いと思料する旨を内容とする意見書を提出したとのことです。

 

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、野村證券より取得した株式価値算定書、大江橋法律事務所から得た法的助

言、新川大祐氏及び高橋明人氏による意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けに関する諸条件について慎重に

協議、検討した結果、本公開買付けが対象者の中長期的な企業価値向上の観点から有益であり、本公開買付価格及び本公

開買付けに係る諸条件は妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理的な価格及び諸条件により対

象者普通株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成25年２月６日開催の取締役会において、本公開買付け

について賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨を、

決議に参加した取締役（取締役８名中、出席取締役６名）全員の一致で決議したとのことです。

　なお、対象者の取締役のうち、取締役南平忠敏氏は、対象者の支配株主であり当社との間で本応募契約を締結した古河

機械金属の顧問を兼務しており、また、取締役森下邦彦氏は、古河機械金属の従業員（非常勤）を兼務しているため、利

益相反の疑いを回避する観点から、対象者の取締役会における本公開買付けに係る議案の審議及び決議には、一切参加

していないとのことです。

　また、本公開買付けに係る議案の審議及び決議がなされた上記の対象者の取締役会においては、監査役加藤直樹氏を除

く監査役の全員一致で、対象者の取締役会が上記の意見を表明することに異議がない旨の意見が述べられているとのこ

とです。加藤直樹氏は、古河機械金属の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、上記の対象者

の取締役会に出席していないとのことです。

 

⑥　本公開買付価格の公正性を担保するためのその他の措置

　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗

的買収提案者が対象者との間で接触することを制限するような内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な

買付け等の機会が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しております。
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第５【対象者の状況】
 

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

株式会社東京証券取引所　市場第一部

月別 平成24年８月 平成24年９月 平成24年10月平成24年11月平成24年12月平成25年１月 平成25年２月

最高株価（円） 78 82 84 85 105 142 124

最低株価（円） 70 69 68 74 82 93 107

　（注）　平成25年２月については、２月６日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

       平成　年　月　日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　　株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数
（単元）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数の
割合（％）

― ― ― ― ― ― ― ― ―
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

  平成　年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

   平成　年　月　日現在

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―

 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第143期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　平成23年６月24日近畿財務局長に提出

　事業年度　第144期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　平成24年６月28日近畿財務局長に提出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第145期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）　平成24年11月14日近畿財務局長に提出

　なお、対象者によれば、平成25年２月13日までに、第145期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

に係る四半期報告書を近畿財務局長に提出する予定とのことです。

 

③【臨時報告書】

　該当事項はありません。

 

④【訂正報告書】

　該当事項はありません。
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（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

株式会社トウペ　本店

（大阪府堺市西区築港新町一丁５番地11）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

 

５【その他】

　対象者は、東京証券取引所及び大阪証券取引所において、平成25年２月６日に「平成25年３月期第３四半期決算短信」を公

表しております。当該発表に基づく対象者の決算短信の概要は以下のとおりです。なお、当該内容につきましては、法第193条

の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を受けておりません。また、以下の公表内容の概要は対象者が公表した内容を一

部抜粋したものであり、当社はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また実際にかかる検証を行っ

ておりません。詳細につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照ください。

 

平成25年３月期第３四半期決算短信の概要（平成25年２月６日公表）

(1）損益の状況（連結）

会計期間
平成25年３月期

（第３四半期連結累計期間）

売上高 11,385,006千円

売上原価 9,184,022千円

販売費及び一般管理費 2,026,031千円

営業外収益 52,042千円

営業外費用 118,698千円

四半期純利益 34,332千円

 

(2）１株当たりの状況（連結）

会計期間
平成25年３月期

（第３四半期連結累計期間）

１株当たり四半期純利益 1.11円

１株当たり配当額 ―円

１株当たり純資産額 30.07円
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